○佐久穂町新規就農研修センター条例
平成17年3月20日

条例第113号

(設置)

第1条　農業従事者の高齢化、担い手不足等に対処するため、意欲的に新規就農を希望する者の技術の習得と、担い手農家の経営能力の向上を図るため、研修センターを設置する。

(名称及び位置)

第2条　研修センターの名称及び位置は、次のとおりとする。

名称　佐久穂町新規就農研修センター

位置　佐久穂町大字八郡2049番地1055

(利用資格)

第3条　佐久穂町新規就農研修センター(以下「センター」という。)を利用できる者は、町内に居住又は居住しようとする者で、次に掲げるものとする。

(1)　センターの入居部分を利用する場合にあっては、新規に常時農業に従事しようとする、おおむね40歳以下の心身共に健康と認められる者で、農業経営に意欲があると町長が認めたものとする。

(2)　センターの研修室及び附帯施設(以下「研修室等」という。)を利用する場合にあっては、農業経営に意欲的な者又は町長が必要と認めたものとする。

(入居期間)

第4条　入居部分を利用できる期間は、居住の日から3年以内とする。ただし、町長が特別な事由があると認めたものは、期間を延長することができる。

(入居者の義務)

第5条　入居者は、町長の定める期間、町長が指定する農業者のもとで農業技術の習得と農業経営安定のための研修を受けなければならない。

2　入居者は、該当する自治区の行事等に協力しなければならない。

(利用の許可)

第6条　センターを利用しようとする者は、あらかじめ町長の許可を受けなければならない。許可に係る事項を変更しようとするときも同様とする。

2　町長は、前項の許可をする場合において、センターの管理運営上必要な条件を付することができる。

(利用の制限)

第7条　町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、センターの利用を許可しない。

(1)　その利用がセンターの設置の目的に反するとき。

(2)　その利用が公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。

(3)　その利用が施設等を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。

(4)　前3号に掲げるもののほか、センターの管理上支障があるとき。

(利用の許可の取消し等)

第8条　町長は、第6条の規定による利用の許可を受けた利用者(以下「利用者」という。)が次の各号のいずれかに該当するとき又はセンターの管理上特に必要があるときは、当該許可に係る利用の条件を変更し、若しくは利用を停止し、又は当該許可を取り消すことができる。

(1)　この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。

(2)　偽りその他不正の手段により利用の許可を受けたとき。

(3)　使用料を納期限までに納付しないとき。

(4)　利用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。

2　前項の措置によって利用者に損害が生じることがあっても、町は、その責めを負わない。

(使用料)

第9条　利用者は、別表に定める使用料を納付しなければならない。

(使用料の減免)

第10条　町長は、次の各号のいずれかに該当する場合であって、特に必要があると認めるときは、前条の研修室等の使用料を減額し、又は免除することができる。

(1)　国又は地方公共団体が農業の振興のために利用する場合

(2)　入居者及びその他町長が特別に認めた者が利用する場合

(入居者の費用負担義務)

第11条　入居部分を利用する者は、次に掲げる費用(当該入居部分に係るものに限る。)を負担しなければならない。

(1)　電気、ガス及び上水道の使用料

(2)　給水施設及びごみの処理に要する費用

(原状回復の義務)

第12条　利用者は、研修室等の利用が終わったとき又は第8条の規定により利用を停止されたとき、若しくは許可の取消しの処分を受けたときは、速やかに当該施設等を原状に回復しなければならない。

2　利用者等が、前項の義務を履行しないときは、町長において原状に回復し、これに要した費用は、利用者の負担とする。

(住宅明渡し検査)

第13条　入居者は、センターを明け渡そうとするときは、20日前までに町長に届け出て検査を受けなければならない。

(立入検査)

第14条　町長は、センターの管理上必要と認めるときは、町長の指定した職員にセンターの検査をさせ、又は入居に対して適当な指示を受けさせることができる。

2　前項の検査において、現に使用しているセンターに立ち入るときは、あらかじめ入居者の承認を得なければならない。ただし、緊急性が高く、他の入居者に影響があるときは、この限りでない。

(損害賠償の義務)

第15条　利用者等が故意又は過失により研修室等を損傷し、又は滅失したときは、利用者等は、その旨を町長に報告し、それによって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、町長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。

(運営委員会)

第16条　センターの効率的運営を図るため、佐久穂町新規就農研修センター運営委員会(以下「委員会」という。)を設置する。

2　委員会は、委員10人以内で組織し、委員は、識見を有する者のうちから町長が委嘱する。

3　委員の任期は、3年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

4　委員は、再任されることができる。

(委任)

第17条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附　則

(施行期日)

1　この条例は、平成17年3月20日から施行する

(経過措置)

2　この条例の施行の日の前日までに、合併前の八千穂村新規就農研修センター設置及び管理条例(平成12年八千穂村条例第26号)の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。

別表(第9条関係)

佐久穂町新規就農研修センター使用料

	室区分
	使用料
	利用区分
	納付期限

	入居部分
	101号
	10,000円
	1月当たり(1月に満たない場合は、日割り計算とする。)
	毎月月末

	
	102号
	10,000円
	
	

	
	201号
	20,000円
	
	

	
	202号
	20,000円
	
	

	研修室及び附帯施設
	2,000円
	夏期1回当たり
	利用日以後10日以内

	
	3,000円
	冬期1回当たり
	


備考　夏期：4月～10月　冬期：11月～3月
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フォームの終わり
○佐久穂町新規就農研修センター条例施行規則
平成17年3月20日

規則第86号

(趣旨)

第1条　この規則は、佐久穂町新規就農研修センター条例(平成17年佐久穂町条例第113号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

(利用許可の申請等)

第2条　条例第6条第1項の規定により佐久穂町新規就農研修センター(以下「センター」という。)の利用の許可を受けようとする者は、新規就農研修センター利用許可申請書(様式第1号)を町長に提出しなければならない。

2　町長は、前項の規定により提出された申請書を審査して適当と認めたときは、新規就農研修センター利用許可書(様式第2号)を交付するものとする。

3　町長は、住居施設の利用の許可をするに当たっては、条例第16条の規定による佐久穂町新規就農研修センター運営委員会の意見を聴取し、決定するものとする。

4　利用の許可を受けた者は、速やかに誓約書(様式第3号)を町長に提出しなければならない。

(遵守事項)

第3条　センターを利用する者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(1)　他人の迷惑になるような行動はしないこと。

(2)　センター及び備品を損傷し、又は滅失しないこと。

(3)　備品は、センターの外に持ち出さないこと。

(4)　備品等は、常に整理整とんすること。

(5)　前各号に掲げるもののほか、センターの秩序の維持について、町長が別に定める事項

(運営委員会)

第4条　佐久穂町新規就農研修センター運営委員会(以下「委員会」という。)の委員は、別表に掲げるものとし、委員会の審議事項は、当該右欄に掲げる事項とする。

2　委員会の委員長は、副町長がこれに当たる。

(補則)

第5条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附　則

(施行期日)

1　この規則は、平成17年3月20日から施行する

(経過措置)

2　この規則の施行の日の前日までに、合併前の八千穂村新規就農研修センター条例施行規則(平成12年八千穂村規則第13号)の規定によりなされた手続その他の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。

附　則(平成19年3月19日規則第28号)抄

(施行期日)

第1条　この規則は、平成19年4月1日から施行する。

(助役に関する経過措置)

第2条 この規則の施行の際現に助役である者は、この規則の施行の日(以下「施行日」という。)に、改正後の地方自治法(以下「新法」という。)第162条の規定により、副町長として選任されたものとみなす。この場合において、その選任されたものとみなされる者の任期は、新法第163条の規定にかかわらず、施行日における改正前の地方自治法第162条の規定により選任された助役としての任期の残任期間と同一の期間とする。
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